
 

＜参考資料１＞ ３Ｋ赤字の推移 
 

                                      
 昭和５０年 

（赤字国債発行開始） 

昭和５６年 

（臨調設置） 
差 引 

国鉄純損失 ▲ ９，１４７億円 ▲１０，８５９億円 ▲１，７１２億円 

食管純損失 ▲ ８，０２２億円 ▲ ４，８８３億円 ３，１３９億円 

健保赤字 ▲   ３１２億円 ＋７６９億円 １，０８１億円 

計 ▲１７，４８１億円 ▲１４，９７３億円 ２，５０８億円 

一般会計の赤字との 
ウエイト比較 

３３％ １１％  

 
 



 

 
＜参考資料２＞ 「後のない計画（経営改善計画）」(５６年５月策定)と実績の比較 

 
（億円） 

 計画初年度（Ｓ５６） 最終目標（Ｓ６０） Ｓ６０年度実績 

幹線損益（注１）   ▲ ３，２００       １００     ３，４０６ 

地交線・地方バス損益
（注１） 

  ▲ ２，８００   ▲ ２，３００   ▲ ３，９６１ 

特定人件費   ▲ ４，３００   ▲ ７，７００   ▲１４，０５２ 

全体収支   ▲１０，３００   ▲ ９，９００   ▲１４，６０７ 

一般営業損益（注２） 
（幹線及び地交線・地方バ

スの営業損益） 
  ▲ ４，３００     ２，７００     ３，１８９ 

助成金 
要員規模 

    ７，３４１ 
   ４０．９万人 

    ７，３４１ 
   ３５．０万人 

    ６，００１ 
   ２７．７万人 

（注１）｢損益」は「営業損益（注２）」に「営業外損益」を合算した金額。 
（注２）｢営業損益」は営業収入から営業経費を差し引いた金額。 



 

＜参考資料３＞ 臨時行政調査会・国鉄再建監理委員会の方向 

・臨時行政調査会第３次答申(国鉄が持つ問題点)(昭和57年7月) 

〇国の過大な関与 

〇輸送構造の変化への対応の遅れ 

〇国民の過大な期待 

〇巨大な規模 

〇企業意識と責任感の喪失 

〇不安定な労使関係 

〇膨大な人件費、年金･退職金、支払利子 
 
 

・国鉄再建監理委員会最終意見（昭和 60 年 7 月） 

○公社制度の問題点 

・外部からの干渉 

・経営の自主性喪失 

・不正常な労使関係 

・事業範囲の制約 

○全国一元的組織の問題点 

・管理限界を超えた組織 

・画一的運営 

・不合理な事業部門間、地域間依存 

・競争意識の欠如 



 

＜参考資料４＞ 国鉄長期債務等とその処理 

 

      [処理すべき長期債務等]      [各事業体の負担]                [新事業体別負担額] 

                                    西日本     東日本     東海     貨物等 

 

 

 

 

 

 

 

                                    ２．３兆円   ６．７兆円   ５．３兆円   ０．２兆円 

                                             計１４．５兆円 

 

                                          [国鉄清算事業団の返還財源] 

 

 

 

 

 

     計３７．１兆円                                 計２２．７兆円 

 

（注）昭和 62年度(1988 年 3 月期)首における国鉄長期債務等の負担配分等を概括的に示したものであり、一部に見込額が含まれています。 

 

赤字借入 

 

（１５．９） 

 

設備投資 

（９．５） 

 

国 

鉄 

長 

期 

債 

務 

 

（２５．４） 

経営安定基金の財源（１．３） 

鉄道建設公団債務 

（４．５） 

年 金 負 担 等 

（５．０） 

本四公団債務(0.6)雇用対策費(0.3) 

新事業体 
が実質的 
に負担 
するもの 
14.5兆円 

各 J 
社 R 

保 
有 
機 
構 

承継債務等 
（５．９） 

承継債務 
（５．７） 

対事業団債
務（２．９） 

 

 

 

国鉄清算 

事業団 

において 

処理するもの 

 

２２．７兆円 

 

国鉄長期債務 1.0 

 
国鉄長期債務 

 
３．３ 新幹線使用料 1.2 

公団借料 0.1 

 
新幹線使用料 

２．４ 

国鉄長期債務 0.3 国鉄長期債務 0.2 

公団借料１．０ 

 
 

新幹線使用料 
 

５．０ 

土地売却 
７．７兆円 

 

国 
の 
負 
担 

１３．８兆円 

株式等売却 
１．２兆円 

25.5 兆円 



 

＜参考資料５＞ 営業収益（連結・単体）・運輸収入の推移 

 

                                      

 
昭和６２年度 平成１５年度 比 率 

営業収益（単体） ７，６３１億円 ８，３７４億円 １０９．７％ 

 運輸収入 ６，８００億円 ７，５０８億円 １１０．４％ 

営業収益（連結） 
 

１０，７８５億円 
（平成３年度） 

１２，１５７億円 １１２．７％ 

 

 



 

＜参考資料６＞ 輸送人キロから見た労働生産性の変化 

(昭和６２年＝１００)  
                   

       昭和５６年 
（臨調設置当時） 

昭和６２年 
（当社発足時） 

現 在 
（平成１５年） 

労働生産性① 
（輸送人キロ÷充当人工数） 

ー １００ １５２ 

労働生産性② 
（輸送人キロ÷単体社員数） 

※は昭和５６年＝１００ 

５７ 
（※１００） 

１００ 
（※１７５） 

１７０ 
（※２９８） 

○労働生産性①＝輸送人キロ／外注分も含めた充当人工数、労働生産性②＝輸送人キロ／単体社員数 

○充当人工数について 

 ・外注人工については統計上把握不可能であったため、費用（外注費）に着目して算出、具体的には、外注費の７割

で労務賃を算出し、当該労務賃を当社人件費単価の７５％で除し、外注人工を算出。 

○昭和５６年の国鉄単体職員数について 

・輸送人キロに対する職員数としては、旅客部門に従事する職員数を算出する必要があるが、統計上の職員数は貨物

部門に従事する職員も含んでいるため、以下の手法で旅客部門に従事する職員数を算出。 

・ 具体的には、昭和５６年の国鉄単体職員数を、国鉄再建監理委員会の最終意見における新事業体全体の要員数に占

める旅客会社要員数比率で按分して算出。 

 



 

＜参考資料７－１＞ 国鉄改革の推進体制（政府・運輸省） 

【政府】 

 

                         

     

（重要な施策等についての協議・調整）                 （必要に応じ設置） 

      主宰：総理大臣 

      構成：各省庁大臣、党役員の出席 

 緊密な連絡 

 

 

 

 

    （総合的かつ円滑な雇用対策の実施） 

      本部長 ：総理大臣 

      副本部長：運輸・労働・自治・内閣官房４大臣 

      本部員 ：次官、関係局長等 

 

 

【運輸省】 

 

  

 

    （国鉄改革の実施の推進）                          （官房審議官・         （例）・旅客会社の設立 

      本部長 ：大臣         （密接な連携）              総務課長クラス）          ・貨物会社の設立 

      副本部長：次官           運輸省：国鉄再建総括審議官等                       ・雇用対策 

      本部員 ：関係局長等        国 鉄：副総裁等                             ・資産・債務  等 

国鉄改革に関する関係閣僚会議（60.7.30 発足） 

国鉄余剰人員雇用対策本部（60.8.7 発足） 

国鉄改革推進本部（60.7.31 発足） 

連絡調整会議 

幹 事 会 分 科 会 

事 務 局 

部  会 



 

＜参考資料７－２＞ 国鉄改革の推進体制（国鉄） 

【国鉄】    

                    

   

     

（国鉄改革の円滑な実施）                     

      本部長 ：総裁 

      副本部長：副総裁                                     

      本部員 ：本社内常務、本社内各長、審議役の                        

正規構成員の他、                 （経営計画室）       [地域別プロジェクトチーム] 

経計室計画主幹及び主任部員の計約 50名                         北海道 

兼務として各局主要課長、課長補佐                            東日本 

                                                                         東 海              

                                            西日本 

                                            四 国 

                                                                                                         九 州 

 

 

（雇用対策の強力な推進）                              

      本部長 ：総裁 

      副本部長：副総裁、技師長 

本部員 ：本社内常務、本社内各長            

                                  

 

 

 

 

国鉄再建実施推進本部（60.7.4 発

足） 

（密接な連携を取りつつ 

着実な推進に努める） 

 

事 務 局 

幹 事 会 プロジェクトチーム 

余剰人員対策推進本部（60.6.1 発足） 

事 務 局 

幹 事 会 

 

技術開発・研究所 

関 連 事 業 

資 材 

用 地 

建 設 

施 設 

旅 客 

貨 物 

自 動 車 

財務・会計 

資産・債務 

収入等配分・清算 

法 制 

要員・雇用 

共 済 

地方交通線 

運行管理・ダイヤ 

運 転 

車 両 

電 気 

情報システム 

旧 国 鉄 

 

（各局総務担当課長） 

（総務課長クラス） 

22 のＰＴ 

（職員局） 


